
e`１ 引当金の明細 （単位：円）

区 分 期首残高 当期増加額
当 期 減 少 額

期末残高 摘 要
目的使用 そ の 他

賞与引当金 ` 304¶281 ` ` 304¶281

計 ` 304¶281 ` ` 304¶281

e`２ 貸付金等に対する貸倒引当金の明細 （単位：円）

区 分

貸 付 金 等 の 残 高 貸倒引当金の残高

摘要
期首残高 当期増加

額 期末残高 期首残高 当期増減
額 期末残高

未収学生納付金
収入

22¶722¶150 4¶956¶150 27¶678¶300 2¶099¶531 2¶198¶120 4¶297¶651 ※

計 22¶722¶150 4¶956¶150 27¶678¶300 2¶099¶531 2¶198¶120 4¶297¶651

※未収学生納付金収入に対する引当金は、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権に
ついては個別に債権の回収可能性を検討して回収不能見込額を計上している。

e`３ 退職給付引当金の明細 （単位：円）

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

退 職 給 付 債 務 合 計 額 6¶812¶486 1¶371¶243 3¶955¶576 4¶228¶153

退 職 一 時 金 に 係 る 債 務 6¶812¶486 1¶371¶243 3¶955¶576 4¶228¶153

厚生年金基金に係る債務 ` ` ` `

未認識過去勤務債務及び未認識数
理計算上の差異

` ` ` `

年 金 資 産 ` ` ` `

退 職 給 付 引 当 金 6¶812¶486 1¶371¶243 3¶955¶576 4¶228¶153

Ĉ 資産除去債務の明細 該当ありません
D̂ 保証債務の明細 該当ありません
Ê 資本金及び資本剰余金 （単位：円）

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

資 本 金 政府出資金 4¶333¶203¶935 ` ` 4¶333¶203¶935

計 4¶333¶203¶935 ` ` 4¶333¶203¶935

F̂ 積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細
F̂`１ 積立金の明細 （単位：円）

区 分 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高 摘 要

前中期目標期間繰
越積立金

` 202¶510¶142 194¶746¶382 7¶763¶760 積立金からの振替
額

教育研究活性化・
環境整備積立金

106¶431¶000 ` 106¶431¶000 ` 積立金への振替額

積 立 金 7¶763¶760 481¶250¶503 489¶014¶263 ` 当期積立額
374¶819¶503

目的積立金からの
振替額

106¶431¶000

国庫納付額
286¶504¶121

前中期目標期間繰
越積立金

202¶510¶142

計 114¶194¶760 683¶760¶645 790¶191¶645 7¶763¶760

~１ 前中期目標期間最終年度の積立金の期末残高は7¶763¶760円であり、これに前中期目標期間の
最終年度の未処分利益374¶819¶503円及び目的積立金の使用残額106¶431¶000円を加えると、積立
金は489¶014¶263円となる。

~２ この積立金489¶014¶263円のうち、今中期目標期間の業務の財源として繰越の承認を受けた額
は202¶510¶142円であり、差し引き286¶504¶121円については国庫に納付した。

資本剰余金 資本剰余金

譲 与 1¶220¶030 ` ` 1¶220¶030

施 設 費 (11¶328¶562) ※２
2¶855¶464¶289 11¶328¶562 ` 2¶866¶792¶851

授 業 料 ` 5¶520¶000 ` 5¶520¶000

補 助 金 等 2¶009¶718¶000 ` ` 2¶009¶718¶000

目的積立金 216¶942¶212 ` ` 216¶942¶212

前中期目標
期間繰越積
立金

` 174¶384¶022 ` 174¶384¶022

損益外除売
却差額相当
額

� 91¶007¶168 ` 4¶700¶978� 95¶708¶146 ※１

計 4¶992¶337¶363 191¶232¶584 4¶700¶978 5¶178¶868¶969

損益外減価償
却累計額

�1¶976¶278¶372� 342¶428¶182� 4¶677¶752�2¶314¶028¶802 ※１、
３

差 引 計 3¶016¶058¶991� 151¶195¶598 23¶226 2¶864¶840¶167

※１ 固定資産の除却による減少
※２ （ ）書き内数は国立大学財務・経営センターからの相応額
※３ 国立大学法人会計基準第84により特定された固定資産に係る減価償却費相当額の増加
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` 有価証券の明細
``１ 流動資産として計上された有価証券 該当ありません
``２ 投資その他の資産として計上された有価証券 該当ありません
a 出資金の明細 該当ありません
b 長期貸付金の明細 該当ありません
c 借入金の明細 該当ありません
d 国立大学法人等債の明細 該当ありません
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